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砂利採取場への残土処理の試行における受入費等の改定について（通知）

公共工事間流用が困難な建設発生土の処理については、平成 22 年 6 月 11 日付け技管第

69 号「砂利採取場への残土処理の試行における受入れ費の計上について（通知）」に基づき

運用しているところですが、下記のとおり砂利採取場への受入費等を改定することとしま

したので通知します。

記

１ 適用工事

平成２３年１０月１０日以降起工伺いの工事

２ 選定方針

発注者は、建設発生土の発生抑制、現場内利用、公共工事間利用等の方策を検討後、

調整先を確保できない場合においては、砂利採取法認可取得済み砂利採取場を指定す

ることができる。

３ 費用

処理費については、次のものを計上する。

・処理先までの運搬費

・「栃木県土砂等による採取場の埋立て等に関する要綱」（工業振興課）に定める

搬出土の搬出前土壌試験に要する費用

・受入費用（土木工事実施設計労務資材単価を採用し、設計積算に計上する。受

入費用に敷き均しを含む。）

・その他必要となる経費（交通整理員、道路清掃等）の内、発注者側が負担する

ことが妥当なもの

４ その他

別添フロー図（H23.10 改定版）に基づき、各様式をもって試行運用する。
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【H23.10改定版】砂利採取場への残土処理フロー（試行）

調整困難な

建設発生残土（５００ｍ3以上※）の処理が必要

※５００ｍ3未満の土量では、搬出土処理費に占める土壌試験費

の割合が、多くなり不効率な処理となる為

【協議の前提条件】

Ⅰ．土壌試験について

発注者が負担：搬出前試験（１回／5,000ｍ3）

受入者が負担：受入後試験（１回／3,000ｍ2）

Ⅱ．運搬費について

発注者が負担

Ⅲ．土砂受入費について

発注者が負担

Ⅳ．敷き均し

受入者が行い、費用は土砂受入費に含む

Ⅴ．その他処理に必要となる経費について

妥当なものに限り発注者が負担するものとする

※砂利採取法を所管する工業振興課との協議を行う

こと

認可申請

認 可

砂利採取法第16条

建設搬出土受け入れに関する協議（様式１）

別添

調整困難

依頼（様式３）

協議に際しては、栃木県陸砂利採取業協同組合ＨＰ情報（参考資料１）等を活用

栃木県陸砂利採取業

協同組合

情報提供（様式２－１，－２）

積 算
※設計積算に

受入費（県単価）及び必要経費を計上

仮承諾（様式４）
現場Ｃ埋め戻し土砂

現場Ａ 現場Ｂ

搬出者サイド手続きフロー 受入者サイド手続きフロー

【砂利採取場への建設発生土埋め戻しイメージ図】

再確認

◇建設発生土情報交換システム等を活用し、流用可能な公

共工事（５０ｋｍ圏域内）がないかどうか再確認すること
建設発生土管理基準（案）に基づく手続き

・搬出土量が、1000ｍ3以上の場合は、「建設発生土搬出計

画書」を作成すること

　

建設発生土の

処理完了 適 合

建設発生土の

受入後土壌試験

結果の通知（様式７）

搬出前

土壌試験の実施

建設発生土の搬出開始

※砂利採取場には、複数の箇所から埋戻土砂が持ち込まれ、

各々の埋戻土砂に対し、土壌試験が必要となる

「砂利採取場への建設発生土埋め戻しイメージ図」参照

工 事 契 約

主任技術者等が、サンプリングに立ち会うこと
試験に要する期間は、概ね２週間

受入後

試験に要する期間は、概ね２週間

主任技術者等が、サンプリングに立ち会うこと

建設発生土の搬出完了

変更認可申請手続き開始

（砂利採取法第20条）

※砂利採取跡の埋め戻し計画等を変更

（埋戻材の発生元が変わる場合、

変更認可 変更認可に要する期間は、概ね３週間本承諾（様式６）

建設発生土の搬出先への情報提供要領に基づく手続き

・100ｍ3以上の建設発生土を他の市町へ搬出する場合、「建設

発生土搬出のお知らせ」により、搬出先市町に工事請負業者は、

情報提供を行うこと

建設発生土の

搬出前土壌試験結果を提出（様式５）


